
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事業報告用

2023年度     事業報告書
特定非営利活動法人ヒューマンライツ・ナウ

1 事業の成果
2023年 度は新型コロナによる影響がほぼ無くなり、国際的な人権活動が本格的に復活した年と
なった。昨年度から引き続き人権状況が懸念されるビルマ (ミ ャンマー)やカンボジアについて海外調
査を実施し、国連作業部会の訪日調査への協力が行われた。また台湾において東アジアの国・地域のN
GOと共に国際会議を開催した。水産業における現代奴隷問題について韓国NGOと の共同プロジェク
トを実施した。国連協議資格を活かしニューヨークの国連本部やジュネープの国連人権理事会等におけ

る国際アドボカシーを続け、女性の権利や紛争・武器と人権、lCC、 ウクライナ侵略等、グローバル・

キャンペーンを行った。

日本国内では、女性権利プロジェクトが長年取り組んできた性犯罪規定の刑法改正が実現し、そのた

めのロビイングや法務大臣要請等を行った。世界子どもの日チャリティーウォークも対面で開催し、ウ

クライナとミャンマー出身者のゲス トを迎え参加者も増えた。このほか国際人権アカデミー、ビジネス

と人権アカデミーを今年も開催し、難民・入管問題等の国内の人権課題に取り組み、東日本大震災被災

地の法律相談を引き続き行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (下記事業費の総費用 【2 6991千円 )
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国際支援事
業

く人権侵害事実調査・公表プロジェク

ト>

引き続き、人権状況が懸念されるミャ

ンマー、カンボジア、中国、香港等を

はじめとするアジア地域における人権

状況に関する事実調査・情報収集と報

告書等の公表、政府機関 。国連等への

提言 。ロビー活動等を行つた。

近年、特に人権状況が悪化している中

国に関して、香港における国家安全維

持法に基づく弁護士等への弾圧や、同

法の域外適用に抗議する声明等を国連

で発表した。ウイグルにおける監視問
題についても引き続きビジネスと人権
等の観点からモニタリングや調査・分
析を続けた。

また、ミヤンマーでの2021年2月の軍事

クーデタ後、年々悪化する人権侵害状

況について、2023年4月 と2024年 1月の2

通年

日本、タイ、

カンボジア、

ミャンマー、

ニューヨー

ク、ジュネー

ブ等

50名

ミャン

マー、中

国、カンボ

ジア、タ

イ、等当該

市民一般
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回、現地調査のためミヤンマー国境沿

いタイを訪れ、避難民から聴取り調査

を行い、日本で結果報告を行うイベン

トを 3回開催した。

ビジネスと人権の観点からも、事実調

査の観点からは、SNS・ プラット

フォーム会社に対するアンケート調査

を実施した。また、韓国NGOと共同で
韓国籍漁船における移民労働者の人権

侵害問題及び同漁船で採られた水産物

を日本企業が輸入しているという問題

について事実調査を実施した。

国際支援事
業

く女性の人権プロジェクト>

被害実態に即した刑法改正を実現させ

るために、他団体とも連携を図りなが

ら法務省の動きに対するモニタリング

やアドボカシー活動を行った。改正法

案が国会に提出されてからは、ヒュー

マンライツ・ナウの見解を表明し、国

会審議に向けて、不同意性交等に関す

る解釈の明確化や見直し課題と期限を

明確にした付則の制定を強く要請し

た。6月 16日 に刑法性犯罪の改正が無事

成立した後は、市民団体と共催の記者

会見を行い、法務大臣への要請も実施

した。改正後は意識喚起のためのSNS

キャンペーンにも加わった。

デジタル性暴力に関しては、2022年の

AV出演被害防止救済法の実施状況に関

するイベントを開催し、立法の運用を

監視している。また、このほか、日本

における人工妊娠中絶と避妊ケアに関

する調査プロジェクトを米国フォーダ

ム大学のライ トナー国際人権クリニッ

クと共同で行った。

通年 E+. ==- 35ИL

日本、アジ

ア、中東等

の女性一

般。

無数 3245

国際支援事
業

く子どもの人権プロジェクト>

世界子どもの日キャンペーンの一環と

して、学校法人と連携をして内容も、

平和、環境、教育、平等・公平、SDGs

など人権に関わる様々な社会問題

について中高生が考え、議論し合う

イベントを実施した。同キャンペーン

通年 日本等 30名

日本、ミャ

ンマー、イ

ラク等の子

ども

無数 1277



の一環として行つたチャリティー

ウォークの閉会式の一部という形でウ

クライナとミャンマー出身者をスピー

カーとして、各国における子ども達の

人権状況について学習するイベントを

開催した。ミャンマー、イラクなど海

外の子どもの権利侵害についてモニタ

リングを継続した。

国際支援事
業

く海外人権教育プロジェクト>

ミャンマー国境のタイ現地及びカンボ

ジアを訪れ、事実調査を実施するとと

もに、現地での人権教育プロジェクト

のニーズや実現可能性等について情報

収集、ネットワーク作りを行った。

ミャンマーやウクライナ、ガザの深刻

な人権状況について日本国内でオンラ

インイベントを開催し、当事者のゲス

トスピーカーに報告して貰うなどして

現地の声を社会に届けてきた。

通年

日本、ミャン

マー 、ウクラ

イナ、タイ、

カンボジア、

ガザ等

25И乙

ミャン

マー、タ

イ、カンボ

ジア、中国

等市民・法

律家・学生

直接的

には約

1∞人。

波及効
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ては無

数。

1987

人権の促進
保護のため
の調査・研
究提言・普
及事業

く人権政策提言プロジェクト>

日本の人権状況について、国際基準・

各種国連勧告に従い改善されるよう政

策提言・ア ドボカシー等を行い、外

交・援助政策において人権が主流化さ

れるよう政策提言を続けた。

被災地での法律相談を継続すると共

に、入管法改正案について国際人権基

準の観点から問題点を明らかにする

声明を国連に提出 。発表した。

ビジネスに関連する人権問題について

は、指導原則の趣旨の実現に向けて更

なる取り組みを早急に実施することを

求めるため、人権デューディリジェン

スを義務化する立法を求める議員等ヘ

のロビイングや国連ワーキンググルー

プヘの提言活動、院内集会等のイベン

ト開催を引き続き行った。また、輸入

規制に関するコアリションに参加し、

同規制法制を導入するべく調査・研究

通年 日本 50名

日本、アジ

ア諸国、ウ

クライナ等

の市民

無数
17580



を実施 した。

さらに、台湾で東アジア地域の市民社

会団体と協力し国際会議を開催し、義

務化立法に向けた運動を推進したほ

か、ジュネープで行われた国連フォー

ラムに出席し、国際的なネットワーク

を強化した。

人権の促進
保護のため
の調査・研
究提言・普
及事業

く国連 。国際人権基準の調査・アドボ

カシープロジェクト>

ジュネープでは、日本を含むアジア地

域の国々の人権問題に関する声明を人

権理事会に提出したほか、人権に関す

る会合等に出席し、討議に参加し、情

報提供・政策提言・ア ドボカシー活動

を展開した。特に、第55回人権理事会

開催中の2024年 3月 には、ミャンマーの

人権状況に関する国連特別報告者と市

民団体とのダイアログに出席し、ジュ

ネープの現地メンバーが回頭声明を発

表した。

ニューヨークでは国連総会を始めとす

る会合に出席し、人道的軍縮や武力紛

争地の人道的危機問題、その他グロー

バル課題に対し、情報収集やア ドボカ

シー活動を推進した。9月 から11月 にか

けては、第78回国連総会の第一と第三

委員会の会議やサイ トイベントに、12

月には第2回核兵器禁止条約締約国会議

に参加し、ネットワークの構築や情報

発信も行った。

3月 には、第68回女性の地位委員会に現

地ニューヨークのメンバーが会議やサ

イ ドイベントに参加したほか、N00 CSW

フォーラムにて、武力紛争下のジェン

ダーに基づく貧困に関するウェビナー

を開催し、ガザ、ウクライナ、ミャン

マー出身の活動家や市民団体の代表者

らに女性や子どもが直面している問題

について報告いただき、各国政府に虐

殺や違法な侵略を終わらせる行動や人

道支援を強めることなどを共に呼びか

通年

東京、ニュー

ヨーク、ジュ

ネーブ等

20名
日本の市民

一般
無数 1983



けた。

人権の促進
保護のため
の調査・研
究提言・普
及事業

く国内情報提供プロジェクト>

アジア地域、日本、そして世界の人権

侵害の状況と当団体の政策提言につい

てウェブサイ ト、メディア、ニュース

レター等により情報提供を行った。ま

た、シンポジウム、 トークイベント、
報告会等の開催、出版などを通じた啓

発活動を行った。さらに、中高生向け

人権教育の事業やユースフェスティバ

ルの実施、世界子どもの日映像スピー

チコンテストおよびチャリティー

ウォークの開催等を通じ、次世代への

人権普及啓発活動を強化した。さらに 1

か月間集中型の連続講座 「ビジネスと

人権アカデミー」を開催した他、他団

体と共同で人権デューディリジェンス

法制化や気候変動訴訟等をテーマとし

たウェビナーを開催した。

通年
東京、ジュ

ネープ等

∞
名
日本の市民

一般
無数 1353

本年度も前年度に引き続き、書籍・グッズ販売などその他事業は実施 していない。
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書式第 13号 (法第 28条 関係 )

令和 5年度 活動計算書 (その他事業がn塾場合 )
特定非営利活動法人 ヒューマンライツ・ナ ウ

【B】 経 常 費 用

1 事業費

(2)その他経費
期首貯蔵品棚卸高

期末貯蔵品棚卸高

業務委託

公演イベント

旅費交通費

通信費

交際費

減価償却費

賃借料

保険料

492,728

(155. 1()8)

10,287,208

1,403,466

4,084,364

597.250

9,977

204,127

180,681

6,960

科 目 :  金  額   :  小計・合計
【A】 経 常 収 益
1 受取会費
正会員会費

賛助会員会費

学生会員会費

法人会員会費

マンスリーサポーター会費

受取会費計

3,477,958

585,000

52,130

2,200,000

1,186,000

7,501,088

2 受取寄附金
個人寄付

法人寄付

いバリュープックス

腑ベネフィットワン

ソフトバンク輛

世界こどもの日

受取寄附金計

981,090

3,575,879

7,492

7,000

1,078

770,000

5,342,539

3 受取助成金等
OSF助成金

Wa〕 ton Family Foundation

Freedom Fund

連合愛のカンパ

震災ビルマ基金

受取助成金計

24,916,250

11,163,027

4,645,750

1,000,000

68,343

41,793,370

4 事業収益
イベント等収人

水産業における人権侵害 韓国APIL
受託収入

英会話収入

事業収益計

601,426

470,155

923,768

57,000

2,052,349

5 その他の収益
受取利息

その他収益計

383

383

経 常 収 益 計 56,689,729

(1)人件費
給与手当

法定福利費

福利厚生費

人件費計

8,722,899

998,962

34,866

9,756,727



修繕費

水道光熱費

消耗品費

租税公課

地代家賃

広告宣伝費

支払手数料

諸会費

新聞図書費

会議費

ソフ トウェア償却

雑費

その他経費計

13,300

27,853

330,056

3,116

718,528

148,458

566,356

24,600

0

105,007

185,976

8,115

事業費計

経 常 費 用 計

18,942,718

31,248,682

20.699,445

(1)人件費
給与手当

法定福利費

福利厚生費

人件費計

857,473

121,346

3,794

982,613

(2)その他経費
業務委託

公演イベント

旅費交通費

通信費

交際費

減価償却費

賃借料

保険料

水道光熱費

消耗品費

租税公課

地代家賃

広告宣伝費

支払手数料

諸会費

会議費

ソフ トウェア償却

雑費

その他経費計

971,803

4,013

31,843

102,944

1,103

44,813

21,809

943

6,117

59,461

684

157,728

16,052

97,669

5,400

2,833

40,824

585

1,566,624

2,549,237

2 管理費

管理費計

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ―【B】 ・・・① 25,441,047

為替差益

雑収入

27,059

1,000

28,059

【C】 経 常 外 収 益

経 常 外 収 益 計

【D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ―【D】 ・・・② 28,059

25,469,106

法人税、住民税及び事業税 ・
前期繰越正味財産額 ・・・⑤

70,000

28,412,144

④

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 ①+② ・・・③

53,811,250次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③―④+⑤



科 日 :  金  額   :  小計・合計
指 定 正 味 財 産

次 期 繰 越 正 味 財 産 687,775

54,499,025

前期繰越 正味財産

震災ビルマ基金

小計

756,118

756,118

当期指定止味財産増減額

震災ビルマ基金

小計

(68,343)

1(,8,34113)

次期繰越指定正味財産

震災ビルマ基金

小計

687,775

687,775



書式第 15号 (法第 28条 関係 )

令和 5年度 貸借対照表
笠定理塑:鮨:週!鮨△上ュ:三:釜ど:」2:二±2

金  額   i  小計・合計科 目

56,529,536

170,100

(3)投資その他の資産

170,100固定資産合計 ②

【A】 の 部資

流動資産合計 ①

(1)有形固定資産

169,960

55,709,016

455,408

195,152

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

1 流動資産

現金

普通預金

貯蔵品

前払費用

2 固定貴

56,699,636【A】 資 産 合 計 ①+②

2,044,799

長期預り金

+④

部

③

④

の債

155,812

2,200,611

固定負債合計

1,786,117

70,000

54,687

2,750

96,170

35,075

【B-1】 負
1 ま動負債

2 固定負債
流助負債合計  ・・

未払費用

未払法人税等

tnり ると

仮受金

預り社会保険

預り雇用保険

負 債 合 計

前期繰越正味財産額

(一般正味財産)

(指定正味財産)

当期正味財産増減額

(・般正味財産)

(指定正味財産)

29,168,262

54,499,025

28,412,144

756,118

25,399,106

(68,13113)

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

56,699,636夏
~び~I「

両
「

~所~産
合 計 【B-1】 +【 B-2】【B】  負 債

差額確認用

0



(法 第 28条 関係 )

令和 5年 度  計算●颯の注記
錮 口uョL●こ こ:ュ´ ピ:と」 虫

重要′`会 計方=I
:1薔 薔項の作崚は."会

=1晟
■によっ

´い tす

(1)櫛 卸贅産の評価

“

い及び訓価方法

0卸 贅産

“

薇品)の 評出方とは.口別法によっています.

(2)凶 だ贅嘔の
"6●
口の

',法賃形日定賣産 定11法 を二用 しており ,す

(3)n口 橙等の会::処暉
●■■の合計処暉は.棧込羅理方式によっています

2 ●腱りj損 益の状況

“

位 :円 )

掟揆Tが 用釣 された守附金年の内訳
使廼竿が制約 された■的●等の内訳 (正 味

“

層の増減■び残あの状況)li以 降 通 りです .

当法人の ,F咲財題は64.499.025円 ですが その うち,87.775円 は. ド記のように使途が特定されています .
したが ,́て 使選が制約されてい′

=い
正味l,層 |お3.311.2め円です .

(単位 ,円 )

内 7 如首残高 当用増加輌 ■月減少ロ 月末,1高 ● ●

口災ビ′
'マ
基金

介

`|

4 間i口産の増資内諷

膵 目 n片取得

“

■ ●

"
減少

"末
取各薔猥 :●●コ■計1 口末崚暉

“

■

籠″

“

て贅た

今 il

借人0の ■減内訳

,日 用古残高 ヽ翔脩入 当郷L済 口 1・蜃高

合 計

社員及びその庫

`と
′
'取
り|の内容

量員及びくの近歳オ どの取り||よ以下の過 ,です

'日

::● 薔項 .こ
,ILさ れた
金願

内.■ 員と
の取り|

ツ,.近 麟〔
及び文配法

人 との取り|

(r",]ト ロ薔)

活慟計算書,,

(9“ 樹照表)

贄帯対照長:|

H日 rど もの人権 女性の人権
人に侵■

“

実■査

籠 外 人 |[

●百

人,=」t策

●″
国連・ 11暉

人権基●日会

国内情暉

提供
“

彙罰円:| 詈嗜部門 合 計

: 椰常収益
1 受取会,
2 ■取寄附奎
3 ,曖助虚全等
, ■●収
`5 その他収薔

籠

"収
●:|

■ ■常彙,1
(1)人 件曼
綸||千 当

ι定樋利費

椰利厚生,
人作■:|

(2)そ の他■壼
月 1貯 E品 枷 m高
嘲ヽ1,こ 品枷節高

名3晏 託
公演イベン ト

凛齋交通費

`信
費

交暉費

崚価償却費

贅睛■

保魔,
饉饉費

水適光熟■

nえ品費
租■公民

地代家■

広,i●伝費

支払千蜃科

薔会費

新ロロ言費

会●賣
ソフ｀ウ=ア債」

|:員

その他握費計

昴■●月計

当日諷常増凛頂

, そのた
"定
非き■艦 動し人の贅産.負債癸び,[味財たの状菫υび

「
止嗅1,庭 の蜻〕tの状況を明らかitするために″晏な事

“
・ 
“

菫

'と
青庭■の技分方は

,風 ,と 書理贅の技分は.誓■ .こ 係る■■を見薇しつては分してお,ま す



書式第 17号 (法第 28条 関係 )

令和 5年度 財産目録
特定非営利活n法人ビューマンライツ・ナウ

科 目 合  計金  額 小  計

現金預金

現金 (ドル)1,072ドル

現金 (バーツ)440″―ツ

現金 (ミ ャンマー)80,750■ンマイャ外

三菱じFJ銀行①

三菱tFJ銀行②
r菱しFJ銀行③

ittιFJ銀行④
~菱
rJ銀行 (外貨)1.01ド ル

ゆうちょ銀行

楽人銀行

Paypal

l'aypal (タト貨) 486.95

P8ypay銀行

郵便板替

郵使振替

二菱tFJ銀行

162,311

1.800

5.819

26.894,262

2,797,443

13,862

2,636.224

152

52.303

756.124

97,106

73,729

5,330.012

5,578.976

722.928

10,755.595

55,878,976

貯蔵lL

56.529,506

455,408

60,530

1 ■
"貴=

101,622 1

33.000 :

■■■壼合計 ・・・①

前払費用

案書オンプズマン

輛ェニシフルコンサル 寄付贅理システム
史新料

A 資 産 の 部

(1)

170.100②

(3)投資その他の責慶

(2)彙
"固
定責産

ソフトウェア

Scles「orce支援者管理システム

50,699,636【A】 責
~産~~否
 計 ①+②

l,786.l17

未払法人税等

2,044,799

155,812

2

70.000

■,0詢口りると

1童島贄

1.1.C  マウス分 2,750

96,170

35,075

米払費用

給′,手 当

PヽOサポー トセンター

業務委託費 4名分

987,612

216.590

581,916

壼■■●合計 ・・・0

日定負債合計 ・

【B-1】 彙 債 の 部

瞼り金

源泉所得視

仮受金

I.FヽOVO  JP

預り社会保険

預り″I用保険

2.200,611可百¬ T頂
~F可

「

7~σЮ
54,499.025

~「■7FT~T~所
~~麗~■~■
7~¬ 一【B-1】

195,152

確認



書式第 18号 (法第28条関係)

事業報告用

2023年度年間役員名簿
(前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所

韮びにこれらの者についての前事彙年度における薇酬の有無を記載した名

簿 )

特定非営利活動法人  ヒュ― マ ンライツ・ サ ウ

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

げ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
甲各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員

役名
(ど ちらかに

O)

(フ リガナ) 報酬の有無
(ど ちらかにO

)

役職名等

氏名

1
理 事 監 事

ニイクラオサム
有 理事

新倉 修

2
監 事理 事
ゴトウヒロコ

 
有 理事

後藤 弘子

3
監 事理 事
ィトウカズコ

有
理事

伊藤 和子

4 監 事理 事
スギモトアキラ

有 理事

杉本 朗

5
監 事理 事
イトウマコト

有 理事

伊藤 真

6
監 事理 事
ドイカナエ

有 理事

土丼 香苗

7 監 事理 事

クープステファニ
ルイーズ

有 理事

C00P
STEPHANIE
LOU:SE

監 事理 事
シ ン
～
ドン

悪キ申

有 理事



書式第 18号 (法第28条関係)

事業報告用

０
０
理 事 監 事

ア∃トモコ

阿古 智子

有 理事

ｑ

０

監 事理事
ミウラマリ

|

浦 まり

有 理事

10 監事理 事
ユキタジュリ

      

雪田 樹理
有 理事

11
監 事理 事

ノマケイ

           野間 啓
有 理事

12
監 事理 事
イシダマミ

石田 真美
有 理事

13
監 事理 事
フジモトコウジ

藤本 晃嗣
有 理事

14
監 事理 事
コンノタカコ

~

紺野 貴子
有 理事

15 理 事
イケダ ミツル

池田 充

有 監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社 員のうち 10人 以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 ヒューマンライツ・ナウ

氏   名

1
新倉 修

2 後藤 弘子

3

伊藤 和子

4

杉本 朗

5

伊藤 真

6

土井 香苗

7

000P STEPHANIE  L(X」 ISE

8

阿古 智子

9

三浦 まり

10

雪田 樹理

11

野間 啓

12

石田 真美




